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論文の内容の要旨 
 江口 めぐみ氏の博士学位論文は、児童の主張行動における他者配慮の効果を検討したものである。
その要旨は以下のとおりである。 
《目的》 
著者は日本における従来の主張性に関する心理学的研究を網羅的にレビューし、協調を重視する日本
において「周囲や他者への配慮」を重視する独自の主張スタイルが存在することを指摘した。同時にこ
うした研究が青年期・成人期が中心で、児童を対象とした研究は見当たらないと主張し、児童の主張性
を自己表明と他者配慮の 2側面から捉え直し、以下 3点の解明を目的として 7件の調査研究を行なった。 
目的 1：児童用の他者配慮尺度を新たに作成し、主張性の類型化を行いその特徴を検討する。 
目的 2：他者配慮の観点を加えた主張性と、心理社会的適応との関連を検討する。 
目的 3：他者配慮の観点を加えた主張性と、主張行動および認知的処理過程との関連を検討する。 
《方法》 
 著者は目的 1のために、予備調査として小学校教師を対象とした半構造化面接と質問紙調査を実施し
(研究 1-1)、本調査として合計 1400名を越す小学校４～６年生を対象とした 3件の質問紙調査を実施し
た(研究 1-1、研究 1-2、研究 2)。目的 2のために著者は、合計 800名を越える小学校４～６年生を対象
とした 3件の質問紙調査を実施した(研究 3，4，5)。このうち研究 4では, 主張性と内的・外的適応と
の因果関係を検討するため著者は短期縦断研究デザインを採用した。目的 3のために著者は合計 700名
を越す小学 4～6年生を対象に、2つの質問紙調査を実施した(研究 6, 研究 7)。 
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《結果》 
 目的 1に関して、研究 1-1と研究 1-2で、著者は小学 4～6年生および教員からのデータをもとに、
主張における他者配慮尺度原版の項目内容を作成し、得られたデータを因子分析した結果に基づいて、
1因子 16項目の他者配慮尺度を作成した。研究 1-2で、著者は作成した尺度の高い信頼性と十分な妥当
性を確認した。研究 2では自己表明と他者配慮得点の組み合わせから、著者は主張性を 4つに類型化し、
男子の「配慮優位」群と女子の「両低」群で不安、不表出性攻撃が高く、自己表明の低い 2群において
不適応的な主張行動につながる心理的特徴を見出した。 
目的 2に関しては、研究 3で著者は主張性の各類型と内的適応、外的適応との関連を検討し、男女と
もに「両高」群で自尊感情や学級適応感の高さ、肯定的な他者評定との関連を示した。また「配慮優位」
群では男女で顕著な差があることを示し、男子では教師からの適応評価が低いのに対し、女子では教師
からの適応評価が高く、他者配慮の意義が男女で異なると主張した。研究 4で著者は主張性と内的適応、
外的適応の因果関係を検討し、主張性は 6ヶ月後の児童の適応に寄与するだけでなく、逆に適応状況か
らの影響も受けていることを示した。研究 5で著者は、心理的ストレス過程への影響について検討し、
「両高」群が「両低」群に比べてストレス反応が低いこと等を明らかにした。 
目的 3に関して、研究 6で著者は、2つの対人場面（肯定的場面，対人葛藤場面）を設け、特に葛藤
場面では「両低」群でも「感謝」「断り」といったシンプルな主張行動は可能だが、「両高」群では，友
好性を示しつつ自分の意見を表明する行動が多いことを示した。研究 7で著者は、他者配慮の主張行動
への影響を、社会的情報処理の観点から検討し、自己表明と他者配慮では対人場面での認知処理への影
響が異なることを明らかにした。自己表明は「自分の意見を表明するか否か」という行動的側面に影響
し，他者配慮は「相手への気遣いが含まれるか否か」という配慮の有無に影響をしていることを示した。 
《考察》 
 著者は、目的 1について、児童においても主張における他者配慮の安定した個人差を測定可能であり、
児童の主張性を自己表明と他者配慮の 2つの軸でとらえることが概念的にも方法論的にも妥当であると
している。目的 2について著者は、男女とも自己表明と他者配慮の高い類型がもっと適応的であるとい
う結果は予想通りであるものの、配慮のみが高い群は子どもの性別により適応状態が異なる点は男女児
童の性別による仲間関係の質の違いから理解すべきと考察している。目的 3について著者は、自己表明
と他者配慮が異なる処理過程に異なる作用を及ぼすので、産出される行動に影響すると考察している。 
 
審査の結果の要旨 
(批評)  
 児童期後期の子どもの主張性を自己表明と他者配慮の 2つの次元でとらえた著者の着想は、独創
的であり、個人差測定尺度の開発も成功している。他者配慮の適応への影響を縦断的研究で示した
意義は大きく、適応への影響が男女で異なるという知見も興味深い。質問紙調査ゆえの測定上の限
界はあるが、7つの研究全体を通じて手堅い方法論で着実に知見を積み上げている点は評価できる。
完成度は高く、全体的にまとまりの良い論文と言えよう。 
平成 30年 1月 10日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求
め、関連事項について質疑応答を行い、学力の確認を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定し
た。よって、著者は博士（心理学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
